


鍛ほめ福岡メソッド
きた

　 乳幼児期から学校卒業までの一貫した支援を行う

ためには、保護者(本人)と関係者が、成長記録や支

援内容等に関する情報を共有することが重要です。

　 また、就学先の決定に向けて総合的に判断する際、

これらの情報は重要になります。

　 このため、保護者(本人)は早期(乳幼児期を含む)

からの教育相談や学校見学などを活用し、就学先の

決定に向けての十分な情報を得ることが大切です。

　 福岡県教育委員会では、「鍛ほめメソッド」を取り入れた教育実践を展開しています。 「鍛ほめ福岡メソッド」とは、「鍛えて、

方法です。 特別支援学校や特別支援学級、通級による指導等においても、「鍛ほめ福岡メソッド」に取り組み、一人一人の

ほめて、子どもの可能性を伸ばす」考えの下、幼児児童生徒の学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレンジ精神等を育成するための指導

障がいの状態や特性等に十分配慮して、目標設定や支援を行っています。

※１「特別支援教育」とは、障がいのある幼児児童生徒が自立し、社会参加するために必要な力を培うため、

　　 適切な指導及び必要な支援を行うものです。

※２「福岡県特別支援教育推進プラン（第2期）」とは、本県が目指す特別支援教育推進の理念と、その実現の

一人一人の教育的ニーズを把握し、その可能性を最大限伸ばし、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、

ために重点的に取り組む施策等を示すものです。 計画期間は令和4年度から5年間としています。
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　 全ての学校や学級に、特別な教育的支援を必要としている幼児児童生徒が在籍する可能性があることを前提として、一人一人の

状況や発達の段階に応じた十分な学びを確保できるよう工夫しています。

　 その１つの取り組み例として、「ユニバーサルデザインの視点を生かした授業づくり」があります。 これまでの教科等の教育と特別

支援教育で培ってきた有効な指導方法を、下に示す「シンプル」「クリア」「ビジュアル」「シェア」の４つの視点として設定し、授業設計

の段階から取り入れて、全ての児童生徒が学習活動に主体的に参加し、学習内容をよりよく理解できる授業を目指すものです。

　 障がいのある子供にとっても、

障がいのない子供にとっても、経

験を深め、社会性を養い、豊かな

人間性を育むとともに、お互いを

尊重し合う大切さを学ぶ機会とな

るなど、大きな意義を有します。



　 福岡県教育委員会では、医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する県立学校に、看護職員を配

置し、校内で医療的ケアを実施しています。

　 さらに、「コーディネーター看護職員」を配置し、市町村教育委員会や小・中学校長の要請に応じて、

市町村立学校における医療的ケア実施体制づくりの支援を行っています。

　 特別支援学級や通級による指導で学ぶ児童生徒は、年々増えてきており、個々の教育的ニーズも多様化しています。

そのため、児童生徒一人一人の願いや特性を生かし、将来の進路に結び付く教育課程の編成と校内の支援体制構築

が重要となっています。

　 福岡県教育委員会では、特別支援学級や通級による指導における特別の教育課程を学校で編成する際に、参考と

なる手引を作成しています。

　 的の方向にボールを転がして得点を

競うゲームを通して、友達を応援したり

励ましたり、また、ゲームのルールを守

ること等について学んでいます。

　 コマに書かれた課題に取り組むすご

ろくゲームを通して、気持ちを落ち着

かせて取り組むことや、友達への声か

けや言葉遣い等について学んでいます。

【心理的な安定】【人間関係の形成】【人間関係の形成】【身体の動き】

【身体の動き】【コミュニケーション】

【心理的な安定】【人間関係の形成】

【コミュニケーション】

　 様々な運動機器を使ったサー

キット活動を通して、ルールを守

ることや友達との関わり方、体の

動かし方等について学んでいます。

個々の自立を目指し、障がいによる学習上又は生活上の困難を

主体的に改善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣

を養い、心身の調和的発達の基盤を培うことを目標としています。

「自立活動」とは、

児童生徒の日常生活が充実し、高まるように、衣服の着脱等の基

本的生活習慣の内容及び挨拶等の日常生活や社会生活において

必要で基本的な内容を学習するものです。

「日常生活の指導」とは、

生活上の目的の達成及び課題の解決のために、一連の活動を組

織的に経験することによって、自立や社会参加のために必要な事

柄を実際的・総合的に学習するものです。

「生活単元学習」とは、

作業活動を学習活動の中心にしながら、児童生徒の働く意欲を培

い、将来の職業生活や社会自立に必要な事柄を総合的に学習す

るものです。

「作業学習」とは、



　 身の回りの人や物が見えにくかったり、ほとんど見えなかったりする幼

児児童生徒は、特別支援学校で視覚障がい教育を受けることができます。

　 視覚障がい教育を行う特別支援学校では、見え方の状態に応じて触る

教材や拡大した教材、ＩＣＴの活用など各種の教材・教具を活用し、幼稚園、

小・中学校、高等学校に準じた教育を行っています。

　 また、高等部には、普通科、生活技能科、保健理療科のほかに専攻科と

して、保健理療科、理療科、研修科を設置しています。

　 歩行や筆記などの日常生活動作が困難な児童生徒は、特別支援学校で

肢体不自由教育を受けることができます。

　 肢体不自由教育を行う特別支援学校では、可能な限り、自らの力で学

校生活を送ることができるよう、施設設備に様々な配慮をした上で、小・

中学校、高等学校に準じた教育を行っています。

　 学習指導では、身体の動きの状態や認知の特性等を考慮したり、適切

な補助具やＩＣＴを活用したりして、積極的に学習できるようにしています。

　 慢性の病気にかかっていたり、病気になりやすかったりして、継続して

医療又は生活規制を必要とする児童生徒は、特別支援学校で病弱教育を

受けることができます。

　 病弱教育を行う特別支援学校では、一人一人の病気や健康の状態等に

十分配慮した上で、学校や病院内の教室で、小・中学校、高等学校に準じ

た教育を行っています。

　 各教科の指導においては、身体活動の制限や学習環境等に応じて、教

材・教具や入力支援機器を活用したり、指導内容を適切に精選したりして

います。

　 障がいの状態が重く、通学又は寄宿舎で生活して教育を受ける

ことが困難な児童生徒は、特別支援学校で訪問教育を受けること

ができます。

　 訪問教育は、特別支援学校から、家庭、児童福祉施設、医療機関

等に教員を派遣して指導を行う教育の形態です。

　 職業教育の一環として、生徒たちが製作した製品の販売を行っています。

接客の楽しさ等を味わうことができる販売活動を通して、働く意欲を培い、

将来の職業生活や社会自立に必要な事柄を学ぶ機会としています。

　 特別支援学校の児童生徒・保護者に対し、就職への意識向上を図り、就職を希望する生徒の

割合を増やすとともに、希望進路を実現させることを目的に、就職支援サポーターを配置したり、

進路サポートセミナー及び就職ガイダンスを実施したりしています。

　 身の回りの音や話し声が聞こえにくかったり、ほとんど聞こえなかった

りする幼児児童生徒は、特別支援学校で聴覚障がい教育を受けることが

できます。

　 聴覚障がい教育を行う特別支援学校では、補聴器や人工内耳の装用に

よる聴覚活用や、手話や指文字の使用によるコミュニケーションと言語活

動の充実を通して、言語力を高める指導に重点を置きながら、幼稚園、

小・中学校、高等学校に準じた教育を行っています。 高等部には、普通科

の他に、専攻科として産業技術科、商業技術科を設置しています。

　 記憶、推理、判断などの知的機能の発達に遅れがあり、社会生活など

への適応が難しい児童生徒は、特別支援学校で知的障がい教育を受ける

ことができます。

　 知的障がい教育を行う特別支援学校では、一人一人の実態に応じて社

会適応能力や集団参加の力、職業への適応能力を身に付けさせ、豊かな

成長を図るために、集団での指導や個別指導を取り入れた教育を行って

います。

　 福岡県教育委員会では、学習指導要領について、理解しておきたい考

え方や重要なポイントを１５のQ＆Ａで解説した手引を作成しています。

特別支援学校だけでなく、小・中・高等学校でも参考にしていただくこと

ができます。



　 福岡、北九州、北筑後、南筑後、筑豊、京築の地域ごとに、県立特別支援学校

と教育事務所でネットワークを構成し、障がいのある幼児児童生徒に対する支援

を行っています。 支援の内容は、①県立特別支援学校に在籍する重複障がいのあ

る幼児児童生徒の指導のための支援、②地域や幼稚園、保育所、認定こども園、

小・中学校、高等学校等への助言・援助などです。

　 障がい種別に関わらず相談を受け付けています。 最寄りの特別支援学校へお

問い合わせください。

　 特別支援学校では、地域において幼稚園、保育所、認定こども園、小・中学校、高等学校に対する教育上の支援（教員、保護者に対する

相談支援など）を行うなど、特別支援教育に関するセンターとしての役割の充実に努めています。

　 また、教育、福祉、医療、労働等の関係機関と連携し、障がいのある幼児児童生徒とその保護者に対し、一貫した相談支援体制の整備・

充実を図っています。

　 就学先や就学手続きに

ついてわからないことが

あれば、各市町村の教育

委員会にお尋ねください。

　 特別支援学校や小・中学校に就学する幼児児童

生徒の保護者に対し、経済的負担を軽減するため、

学校給食費、交通費、修学旅行費、学用品購入費

等の就学に必要な経費を補助しています。




	01
	福岡県特別支援教育_2503.pdf
	12

